
決算書掲載頁　P233

内
訳

①幼児教育の振興を目的として、公立、私立幼稚園の保育料の格差解消をするため、私立幼稚園に在園する園児の保
護者の負担軽減を実施するため。
②平成２２年３月の教育立市宣言中「子育てのまち河内長野」の重要施策とし、市立幼稚園並みの保育料を実現するこ
とで、子育て世代の河内長野市への転入促進に資するため。

引き続き、幼児教育の振興を目的として、公立・私立幼稚園の保育料の格差解消をするため、国の補助による就園奨励
費補助金及び市独自の給付金の支給を実施する。
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幼児教育の振興と保護者負担の軽減を図る。
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①幼児教育の振興を目的として、公立、私立幼稚園の保育料の格差解消をするため、私立幼稚園に在園する園児の保
護者の負担軽減を実施するため。
②平成２２年３月の教育立市宣言中「子育てのまち河内長野」の重要施策とし、市立幼稚園並みの保育料を実現するこ
とで、子育て世代の河内長野市への転入促進に資するるため。
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私立幼稚園に通園する園児の保護者

引き続き幼児教育の振興を目的として、公立・私立幼稚園の保育料の格差解消ため、私立幼稚園に在園する園児の保
護者に対し給付金を支給する。
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